
平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ □ ■ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

18

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

17

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 17

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

14

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

12-02-04

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

行政
補完的

12-02-01

指導室
指導係

小中学校移動教室
事業

12-02-03

指導室
指導係

小学校英語活動事
業

12-02-02

指導室
指導係

教育活動支援事業

指導室
指導係

音楽鑑賞教室事業

効率性 3

3,294 3,294,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

市立小学校第６学年児童
市立中学校第２学年生徒

実施回数
(回)

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：長年継続的に実施した中で、現在
の事業となっており、大幅な変更の予定
はない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

プロのオーケストラによる生
演奏を聞く機会を設けて、音
楽を愛好する心情と音楽に対
する感性を育てるとともに、
豊かな情操を養うことを目的
とする。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1 2,871

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

423

2,984 408 3,392

　29年度の方向性 現状維持

1 3,054 3,054 413 3,467 3,467,000

説明：音楽鑑賞教室実行委員会を立ち上
げて、長年実施してきた中で、現在の内
容となっており、現状では改善の余地は
ない。

総合評価（課題・方向性）：音楽の生
演奏を実際に聞き、「鑑賞」の体験を
積むことは、心豊かな児童・生徒の育
成には欠かすことができない教育活動
であり、この機会を失うことはできな
い。また、数少ない小・中学校連合行
事であり、実行委員（音楽教諭）の
小・中学校の連携・交流を図る良い機
会にもなっている。

事業
内容
・

活動
手段

近隣の大規模音楽ホールを借
り上げ、東京都交響楽団によ
る演奏を鑑賞。
午前：小学校、午後：中学校
それぞれに曲目を変えて実
施。

音楽に対
する愛好
心や感性
を育み、
豊かな情
操を養っ
た児童・
生徒数／
参加児童
数・生徒
数(％)

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

1 2,984

2,871

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

・教育活動協力者支援実施要領（市）

62 840 840 417 1,257 20,274

説明：業務に関する手続きについては改
善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：授業を中
心に児童・生徒の学習活動の援助を行
うことは、児童・生徒の実態に応じた
指導を充実させるため、必要不可欠で
ある。なお、本事業は、地域の専門家
や有識者・経験者を招いて授業を実施
しているため、児童・生徒は、地域性
や特色のある学習を行うことができ
る。
　なお、平成２５年度から本事業内で
試行的に実施している補習教室（土曜
塾）は、平成２７年度からは全小学校
で本格実施となった。

事業
内容
・

活動
手段

専門的な知識や技能を有する
市民に教育活動協力者（ゲス
トティチャー）として授業等
に参加してもらい、授業の支
援をしてもらう。また、教員
養成系の学生に教育活動の支
援をもらう。

学校教育活動の発展的な創意
工夫や充実に向け、地域の人
材を活用し、学校毎に特色の
ある授業を実施する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

60 1,247

5 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：　平成２５年度から本事業内で試
行的に実施してきた補習教室（土曜塾）
は、平成２７年度からは全小学校で本格
実施となり、土曜塾事業に移行したため
費用総額が減額した。

 直営
（委託無）

特色のあ
る授業を
実施した
小・中学
校数(校)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

68 1,392 412 1,804 26,529

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図 1,247 427 1,674 27,900

根拠
法令
等

998,200
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

根拠
法令
等

対象
市立小学校第６学年児童、市
立中学校第１学年生徒

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

効率性

業務フローに改
善の余地がある

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

自然に親しみ愛する心や態度
が養われ、心の触れ合いを深
めるとともに、協力して集団
生活を送る態度を育む。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

20 19,119

現状維持

20 19,127 19,127 825 19,952 997,600

説明：移動教室実行委員会を立ち上げ
て、長年実施してきた中で、現在の内容
となっており、現状では改善の余地はな
い。

総合評価（課題・方向性）：宿泊を伴
う体験活動は、自然に親しみ、自然を
愛する心や態度を養うとともに、集団
行動を通して規範意識を身に付ける絶
好の機会となっている。また、事前学
習等を実施することにより、児童・生
徒がそれぞれの課題をもって自ら学習
する力やグループで協力して学ぶ力を
養う良い機会となっており、今後も継
続する。

事業
内容
・

活動
手段

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

行政
補完的

政策的

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

1,012,500

効率性 3

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

815

小学校は実行委員会でコース
等を確認し、実地踏査を行っ
た後に移動教室を実施。全校
実施後に実行委員会で報告会
を行う。小学校は6月～7月榛
名、中学校は1～2月菅平高原
スキー場で共に2泊3日で実施
する。

自然に親
しみ、集
団生活に
対する態
度を育ん
だ児童・
生徒数／
移動教室
に参加し
た児童・
生徒数
（％）

19,435

19,119 845

上乗せ
実施回数
（20校×1
回）

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

横出し

20

達成度 　

　

29年度の方向性
制度改正の
余地がある

3 達成度 　

　
市立小学校第１～４学年児童

説明：児童・生徒一人当たりのコスト面
も妥当であり、小学校については地域間
交流のある榛名地域を活用し、協力を得
ながら連携を図り実施しており、効率的
な運営ができている。

20,250

19,964

29年度の方向性

現状維持

・新学習指導要領（文部科学省）
・小学校英語活動支援講師認定要領

1,293 2,348 2,348 309 2,657 2,055

説明：長年継続的に実施する中で、改善
を図ってきており、これ以上の余地はな
い。

総合評価（課題・方向性）：小学校で
は、児童の日常生活の中の身近な英語
を扱うことに重点を置き、楽しみなが
ら英語に慣れ親しむことができるよう
に工夫することが大切である。また、
小学校児童が異文化理解及びコミュニ
ケーション能力の向上を図る学習活動
は重要である。
 今後も、小学校英語活動は充実させ
る必要がある。なお、小学校の英語活
動にもＡＬＴを導入する必要があり、
５・６年生については、２７年度から
ＡＬＴ活用事業に移行している。

事業
内容
・

活動
手段

19,435

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

3,428 1,991

効率性

業務フローに改
善の余地がある

6,214

　

廃止予定
の有無

説明：２７年度より、小学校５・６年生
については「外国人による英語教育事業
（ＡＬＴの活用）」に移行しており、２
６年度との単なるコストの比較は困難で
はあるが、費用総額では減額につながっ
た。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

外国語を通じて、言語や文化
の多様性について体験的に理
解を深めるとともに、外国語
でのコミュニケーション能力
の育成を図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

3,426 6,168

612 6,826

6,802

6,214

外国語活
動の実施
時数（時
間）

小学校第１～４学年の１学級
あたり、８時間の外国語活動
を実施するために英語活動補
助指導員を配置する。

異文化理
解及びコ
ミュニ
ケーショ
ン能力の
向上した
児童数／
外国語活
動の授業
を受けた
児童数
（％）

6,168 634

3,392,000

1,985
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市立小・中学校

授業にか
かわった
教育活動
協力者の
人数(人)

1,392

活力ある学校づくり

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名子どもの未来と文化をはぐくむまち 12-02

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 12 確かな学力の育成

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

活力ある学校づくり

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名子どもの未来と文化をはぐくむまち 12-02

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 12 確かな学力の育成

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

□ □ ■ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（　　　　　　　  ）全都

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

12-02-08

指導室
指導係

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

12-02-07

指導室
指導係

社会科副読本作成
事業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

12-02-06

指導室
指導係

日本語学習指導事
業

成績一覧表調査委
員会事業（都指
定）

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

政策的

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

12-02-05

指導室
指導係

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

根拠
法令
等

外国人による英語
教育事業

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：事業費の財源は都からの歳入で
賄っており、効率的に運営している。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市立中学校第３学年生徒が、
目標に準じた絶対評価による
成績で、正しく一覧表に記載
されていることを確認する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

2 16 16 211
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

上乗せ 横出し

29年度の方向性

小平市

現状維持

・東京都立高等学校入学者選抜実施要綱・同細目

2 19 19 206 225 112,500

説明：都が主催する成績一覧表調査委員
会事業であり、市としての改善の余地は
ない。

総合評価（課題・方向性）：都が主催
する成績一覧表調査委員会事業であ
り、各中学校における評定状況等の事
前確認を通して、成績一覧表及び調査
書に記載される目標に準拠した評定の
客観性・信頼性を確保しなければなら
ないことから、実施する必要がある。
なお、財源は、都補助率１０/１０で
ある。

事業
内容
・

活動
手段

成績一覧表調査委員会を年２
回開催する。

204 222 111,000

効率性 3

行政
補完的

18

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

756 408 1,164 105,818

帰国児童・生徒及び外国人児
童生徒が日本語を理解し、授
業が理解できるようにする。

東村山市 清瀬市 西東京市

7

227 113,500

市立中学校第３学年生徒

成績一覧
表調査委
員会の開
催回数
(回)

2

終期

対象

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

・東久留米市日本語学習指導講師派遣実施要綱

14 968 968 413 1,381 98,643

説明：長年実施した中で、現状の運用と
なっており、手続き等に問題点はない。

総合評価（課題・方向性）：近年外国
から来日する外国人が多く、日本語が
理解できないため、授業内容について
行けない児童・生徒への支援は重要で
ある。この数年間で、支援が必要な児
童・生徒の増加の影響でコストは増額
している。

事業
内容
・

活動
手段

外国から帰国する日本人又は
外国から来日し､市内の小・
中学校へ通う日本語の出来な
い児童・生徒に対し､日本語
学習指導員を配置して、日本
語を指導する。

日本語を
理解し、
授業が理
解できる
ように
なった児
童・生徒
数/日本語
指導を受
けた児
童・生徒
数(％)

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

日本語学習指導員については、謝金等の
見直しも無く実施しており、コスト面の
変動はない。

 直営
（委託無）

452

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

上乗せ 横出し

1,767

市立小・中学校帰国児童・生
徒及び外国人児童生徒

日本語学
習指導員
配置延べ
人数(人) 756

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

11

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図 452 423 875 125,000

終期

対象
小学校第３・４学年児童及び
中学第１学年生徒

社会科副
読本作成
部数(部)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：平成２７年度は、２６年度と同様
の内容で作成しており、新たな副読本等
の作成がなかったため、効率的な実施が
できた。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

小学校第３・４学年、中学第
１学年が東久留米市の歴史・
地域・市政全般について知り
地域理解が深まる。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1,808 767 767 254

29年度の方向性 現状維持

1,857 1,204 1,204 248 1,452 782

説明：現状に改善の余地はない。 総合評価（課題・方向性）：社会科学
習において、東久留米市の地域に関す
る単元の学習を確実に充実させるため
に、作成している。２６年度は、新た
に小学生第３・４学年向けに市の地図
を作成したために、事業費を増額し
た。今後も児童・生徒の東久留米市の
地域性の理解のために、副読本の作成
は必要である。

事業
内容
・

活動
手段

社会科副読本作成委員会等で
副読本（東久留米市に関す
る）を作成し、各学校の当該
学年に配布。

市の歴
史・市政
全般につ
いての理
解が深
まった児
童・生徒
数/社会科
副読本を
配布した
児童・生
徒数(％)

1,147 245 1,392 788

効率性 3

行政
補完的

1,147

　

廃止予定
の有無

説明：平成２７年度より小学校第５・６
学年の外国語活動が本事業に組み込ま
れ、ＡＬＴ導入を図ったため総事業費は
拡大した。

 直営
（委託無）

2,522 2,522 634 3,156 2,598
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

2,481 612 3,093 2,678

外国語を通じて、言語や文化
の多様性について体験的に理
解を深めるとともに、外国語
でのコミュニケーション能力
の育成を図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1215

横出し

1155

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

・新学習指導要領（文部科学省）

3,313 8,980 8,980 619 9,599 2,897

説明：現在、事業を委託して実施してお
り、人材管理や緒手続き等は効率的に実
施できており、改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：中学校の
英語の目標は、コミュニケーション能
力の基礎を養うこととされており、外
国人（ＡＬＴ）による英語学習への支
援が重要視されている。なお、平成２
７年度より小学校第５・６学年の外国
語活動にもＡＬＴを導入した。小学校
では外国語活動の教科化が検討されて
おり、今後は小学校への拡大が課題と
なる。

事業
内容
・

活動
手段

1学級あたり、中学校で年間
１６時間、小学校第５・６学
年で３５時間、外国人による
英語指導補助員（ＡＬＴ）を
派遣する。(平成２５年度ま
では、中学校年間９時間・小
学校は２７年度より実施）

外国語の
コミュニ
ケーショ
ン能力を
高めた児
童・生徒
数／外国
人による
英語指導
を受けた
児童・生
徒数(％)

効率性 3 達成度

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
市立中学校生徒及び市立小学
校第５・６学年児童

対象とな
る学級数
(クラス) 2,481

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

全部
委託

1,021 565

18

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

活力ある学校づくり

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名子どもの未来と文化をはぐくむまち 12-02

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 12 確かな学力の育成

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

学力向上支援事業

指導室
指導係

教科書採択事業

12-02-12

指導室
指導係

言語能力向上推進
事業

12-02-11

12-02-10

終期

対象

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

12-02-09

指導室
指導係

指導室
指導係

副読本等に関する
事業

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

市立小・中学校児童・生徒根拠
法令
等

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

副読本補
助教材を
配布した
児童・生
徒数(人)

業務フローに改
善の余地がある 　

1,464 518
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

1,417 82 1,499 546

小平市 東村山市 清瀬市

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性

14,424 1,722
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

13,944 245 14,189 1,707

効率性 4上乗せ 横出し

8,311 13,944

児童・生徒の基礎的・基本的
な学習内容の定着や発展的な
学習を推進する。 8,378 14,170

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

現状維持

8,304 12,504 12,504 248 12,752 1,536

説明：副読本の配布についての手順につ
いては、特に改善点はない。

総合評価（課題・方向性）：基礎的・
基本的な学習内容の定着や発展的な学
習を習得させるため、教科用図書と関
連した副読本や補助教材は、個に応じ
た指導を実現するために必要である。
しかし、学校の活用状況を把握し副読
本を精選する必要もあり、平成２７年
度については、小学校で使用する副読
本を一部見直した。達成度 　

廃止予定
の有無

説明：児童・生徒一人あたりの上限額を
設定しており、効率的に実施できてい
る。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図 14,170 254

事業
内容
・

活動
手段

児童・生徒の基礎的・基本的
な学習内容の定着や発展的な
学習等に必要な副読本・補助
教材を配布する。

基礎的・
基本的な
学力が定
着し発展
的な学習
を進めた
児童生徒
数／副読
本を活用
した児
童・生徒
数(％)

行政
補完的

政策的

西東京市

2,825

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

3,550 1,956 1,956 83 2,039 574

説明：学力調査の問題作成、採点、集
計、各データー作成については、委託し
ており、改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：学力の向
上を図るために本市の児童・生徒の発
達段階に応じて学力の実態を把握する
ことは重要である。このことから、小
学校第３学年から第５学年、小学校第
５学年から中学校第１学年及び中学校
第１学年から第３学年までのそれぞれ
２年間の児童・生徒一人一人の伸び率
等実態を把握し、小・中学校それぞれ
における学力向上に向けた教員の授業
改善を進める。なお、小学校低学年の
状況を把握する必要があり、平成２７
年度から調査対象に小学校第３学年を
加えた。

事業
内容
・

活動
手段

児童・生徒の発達段階に応じ
て学力の調査を実施する。

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：平成２７年度は調査対象に小学校
３年生を新たに加えたため、総事業費は
拡大となったが、単価契約であり、単価
価格に変動はなく、効率性は安定してい
る。

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

2,745

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

児童・生徒の発達段階に応じ
て学力の実態を把握し、授業
のきめ細かな工夫・改善に努
め、学力の向上を図るため。

 直営
（委託無）

284 296 580 193,333

1,379 851,379

市立小・中学校児童・生徒

学力の調
査を実施
した児
童・生徒
数（人）

1,417

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：２６年度は小学校の採択年度、２
７年度は中学校の採択年度であり、効率
性に大幅な変動はなかった。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

横出し

3 284

#DIV/0!

目的
・

意図

採択の対象となる教科書につ
いて、十分調査研究を行い、
公正に審議する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0 0

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市立小・中学校児童・生徒

選定調査
委員会の
開催回数
（回）

業務フローに改
善の余地がある 　

0 307 307

29年度の方向性 現状維持

義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律

3 269 269 300 569 189,667

説明：採択方法等は、国の規定に基づく
ものであり、改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：教科書の
採択年は４年に一度であるが、新たに
文部科学大臣の検定を経た教科書があ
る場合は、選定調査委員会及び資料作
成委員会を設置し、教育委員会におい
て採択しなければならない。２６年度
は小学校教科書採択の年度で、２７年
度は中学校教科書採択の年度であり、
採択に伴う事業費がかかった。

事業
内容
・

活動
手段

文部科学省の検定を受けた教
科用図書を選定調査委員会で
調査して、教育委員会におい
て採択する。

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

制度改正の
余地がある 　

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市立小・中学校

指定され
た学校数
(校) 1,000 1,000 155 1,155

東京都が言語能力向上推進校
を指定し、学校図書館を活用
した各教科の授業、意見の異
なる者同士の討論・討議等に
かかる専門家を招聘した授業
及び教員研修を行う。

言語能力
の向上が
図られた
児童数/指
定校の在
籍児童数
(％)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

2

目的
・

意図

活字に親しむ学校づくりを通
して、児童の言語能力の向上
を図る。

小平市 東村山市 清瀬市

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性
廃止(完了･統合含

む)

・言語能力向上推進事業実施要項（東京都）

1 500 500 79 579 579,000

説明：東京都の規定に基づき手続きを進
めるため改善点はない。

総合評価（課題・方向性）：言語能力
に対するニーズの高まりを受け、児
童・生徒の思考力・判断力・表現力等
を育成するため、活字に親しむ学校づ
くりを通して言語能力の向上を図る必
要がある。なお、東京都の委託事業で
あり、財源は、都補助率１０/１０で
ある。指定校については、平成２７年
度で終了となった。

事業
内容
・

活動
手段

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：事業費は、東京都からの委託費で
賄っており、効率的に実施できた。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

西東京市

2 1,189 1,189 161 1,350 675,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

577,500

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

活力ある学校づくり

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名子どもの未来と文化をはぐくむまち 12-02

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 12 確かな学力の育成

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 ■ 該当（廃止年度27年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ □ □ ■ □ その他（小平・西東京市は外部委託 ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

指導室長参事事務取扱
宍戸　敏和

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 ■ 該当（廃止年度29年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（立川、東大和、武蔵村山、福生、あきる野、羽村、多摩、青梅、葛飾 ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

子供土曜塾

学力ステップアッ
プ指定地域事業
（基礎学力定着重
点地域事業）

12-02-14

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

東久留米市「子供土曜塾」実施要領

140 3,890 3,290 600 99 3,989 28,493

説明：シルバー人材センターを活用して
おり、土曜塾協力員の人材育成や人材管
理、諸々の調整等の負担は軽減できる。
現状では、改善点はない。

総合評価（課題・方向性）：本事業
は、教育課程外の活動であるため、児
童各々の習熟度に沿った学習機会を与
えることができ、基礎的・基本的な学
習内容の定着につながる。また、児童
が自ら参加することにより、学習意欲
の向上につながり、学習習慣の習得に
もつながる事業である。基礎的・基本
的な学習内容の定着や学習意欲の向上
は、個々の学力向上のためのベースと
なるものであるため、今後も継続して
いく。なお、平成27年度については、
財源として国の地域活性化・地域住民
生活等緊急支援交付金を活用した。

事業
内容
・

活動
手段

子供土曜塾（土曜日・放課後
に実施する教育課程外の教育
活動）の実施にあたり、シル
バー人材センター会員を土曜
塾協力者として活用し、算数
の基礎的な問題についての採
点やアドバイスの支援を受け
る。

学習意欲
の向上、
基礎的学
力の定
着、学習
習慣の確
立が図れ
た児童数/
参加児童
数(％)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

0 #DIV/0!

0

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市立小学校児童

土曜塾実
施回数
(回)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

達成度 　

業務フローに改
善の余地がある 　

12-02-13

指導室
指導係

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

0 #DIV/0!

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：平成２７年度より、本格実施して
いる。試行期間を設けていたため、効率
的に運営できている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

児童の学習意欲の向上及び基
礎的・基本的な学習内容の定
着、学習習慣の確立を目指
す。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0

効率性 3

廃止予定
の有無

説明：平成２７年度より実施

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

小・中学校の算数・数学・理
科における教員の指導力向
上、児童・生徒の基礎学力の
定着を目指す。

小平市

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

学力ステップアップ推進地域設置要項（東京都）

167 10,854 10,854 495 11,349 67,958

説明：東京都委託事業であり、改善の余
地はない。

総合評価（課題・方向性）：教育経験
者である基礎学力定着アドバイザーか
ら指導・助言を受けることにより、教
員の指導力の向上が期待でき、同時に
外部指導員の活用により、児童・生徒
の学力の向上を図ることができる。今
後も継続する。なお、平成２７～２９
年度までの東京都委託事業である。

事業
内容
・

活動
手段

市が東京都の指定を受け、学
力定着アドバイザーを学校に
派遣し、指導力を向上させる
ための校内研修・授業研究に
取り組む。同時に、外部指導
員を活用し、児童・生徒に補
習や授業支援を行う。

0 #DIV/0!

0

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成30年3月31日

対象 市立小・中学校

アドバイ
ザー・外
部指導員
人数(人)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

0 #DIV/0!

基礎学力
の定着を
図った児
童・生徒
数/補習や
授業支援
を受けた
児童・生
徒数(％)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

68 4,352

4,346 4,346

12-02-15

指導室
指導係

東村山市 清瀬市 西東京市

0

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

67

終期

対象
市立小・中学校児童・生徒、
教員

学校から
の要請及
び支援件
数(件)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

4,352 36

情報教育支援事業

指導室
特別支援教育係 東久留米市教育センター学校支援室設置運営要綱

58 4,387 4,387 36 4,423

現状維持

76,259

説明：業務に関する手段については妥当
である。

総合評価（課題・方向性）：社会の情
報化を背景に、児童・生徒の通信、情
報技術の活用能力が高まる中、教育現
場のニーズを踏まえ、専門的な支援を
行う情報教育支援事業は、教員各自の
取組では限界がある部分を適切に補
い、児童・生徒への教育効果を上げて
いる。手段や成果が目的に合っている
ため、現状の体制維持が望ましい。

事業
内容
・

活動
手段

各学校からの依頼により、市
立小・中学校の情報通信技術
の普及及び、コンピューター
研修の企画運営と情報教育支
援員の派遣を行う。また、教
育センターの情報機器や指導
教材の保管、貸出などの他、
教育委員会指導室主管事業の
支援を行う。

学校から
の要請及
び支援件
数／学校
訪問及び
支援件数
総数(率)

行政
補完的

政策的

35 4,381 65,388

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性

4,388 64,529

効率性 2 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：目的達成のための活動や手段とし
て妥当である。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市立小・中学校の通信、情報
に関する教育活動の充実を図
る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

東久留米市


